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組融民主主義の会計学

下位単位止の真の共同制御を目指Lて一一

高 寺貞男

組織の代替形態の開発は現存り〔官僚制的〕組織を変革するた

めに用いられてきた様々な戦略の視点からみることができる。

E主erbst，p. 3 

〔しかるに〕組J織論と管理論の主流は一般に組織内部民主主義

(internal organizational democracy) の可能性を無視するか，

拒否している。

ー一一Rothschildand Whitt， p. 23 

I アメリ力における管理会計システムの発展と停滞

市場と会計の類似性と前者の後者による代替過程の進展に最初に(1925年に〕

注目したDR・スコット(1887-1954)が強調しているように， r経済的調整

の責任はますます会計と市場の間で分担されるようになったJ"が，その場合に，

「会計と市場は常に不変の相主関係をもっていないJ"ので，ある特定の時期に

おいては，会計と市場の相互関係も国際的に相違する。

たとえば， i19世紀・・・から20世紀初頭にかけての〔イギリスの〕非常に競

争的な製品・資本・原料設備市場」は「イギリスの CL場〕組織者に〔精巧な

内部管理会計シ月テムを開発して〕経済活動を内部化する誘因を相対的にわず

かしか与えなかった。J"したがって， i19世紀白イギリ九の織物会社がアメリ

カの発達した原価会計手続としばLばみなされる会計シプ、テムの採用に『失敗』

1) Scott. p. 207. 
2) Scott. p. 197 
3) Johnsoo， 1983， pp. 14-15 
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したとしても，それはイギリスにおいて市場制度が有効にはたらいていた結果

といえるであろうロJ"

第 141巻2 (204) 

これにたいし， i18世紀末から20世紀初頭にかけてのアメリカにおける相対

的に貧弱な市場と市場情報は，

はっきりと説明している。」日

したがって，その点に着目 Lた会計「史家は，究極には，

カの問で会計手続が相違している由来をイギリスのじ織物j工場がしばしば規

なぜアメロヵで多くの近代会計が出現したかを

イギ日スとアメリ

アメリカの単一工程に特化する傾向をもっていた白にたいし，棋は大きいが，

〔織物〕工場が統合された多工程を営む傾向をもっていたという事実に求める

一つの機械工程に特fじした〔イギリア、白単一事業所(工場)J会社であろう o

は原{聞を確かめるために〔精巧な〕会計記録を必要としなかヮたのにたいし，

二つまたはそれ以上の連続工程を統合した〔アメリカの多事業所(工場))会

社は〔精巧な〕会計記録なしに原価を知ることができなかった」ωので， i内部

〔管理〕会計シλテムの開発者となった。J"

こうして， 19世紀のアメリカで開発された多事業所(工場〕企業組織の管狸

(デュボン火薬会社によって開発された〕

さらに(ジュネラノレ・モーターズ

会計システムは， 20世紀に入ると，

垂直的統合企業組織の管理会計システムヘ，

会社によって開発された〉事業部制企業組織の管理会計システムへと発展した

. c管理会計システムの〕草新のベースは停止したよ古七

うに思われる。J"

「この〔ような〉停滞」は変化した組織的・社会的環境への「組織の管理会

i1925年あたりで

言十シ月テムの〔適応の〕失敗」引から生じたものと考えられるが，そのために，

〔管理会計〕方式にしはその後「組織は1920年代〔半ぼ〕に〔完成した〕

Johnson， 1981， p. 517. 
Johnson. 1983， p. 14 

Johnson， 1981， p. 517 
Johnson， 1983， p. 14 
Johnson and Kaplan， p. 12 
JohnSOIl and Kaplan， pp. 12-13 
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りつけられるようになった。J10
)

(205) 3 

たしかに， i組織の管理会計システムが…・・〔環境への適応に]失敗し〔た

ために停滞し〕たJl1)からといって， iそれだけでJ 組織の失敗となるわけでな
スタイル

いJ12)けれども J 停滞した管理「会計方式は』それが存在するが故に，経営者

のもっている〔組織〕変革能力にたいして制約として働いているのではなかろ

うか。」凶事実，停滞した管理会計 iYステム〔とそこ〕に含まれている潜在的

〔組織〕世界観はしばしば保守勢力として機能し，変化する環境への組織の適

応をおくらせるJW傾向をもっている。

ではJ そのような状況から脱出するには，管理会計シスアムはどのように変

身したらよいの Cあろうか。

筆者の考えでは，組織(内部〕民主主義を体現した情報システムとして管理

会計システムを再設計してゆかな〈てはならないが，そのためには，先決問題

として， 192C年代半ばまで発展したが，その後停滞した管理会計システムがど

のよ弓な組織世界観にもとづき一一どの上弓な権力関係を体現し汗，どのよう

な制御志向の情報システムとして←一一設計されていたのかを確認しておくとと

が必要となるので，まずJ その作業から始めることにしたい。

u 上位制御かb共同制御への制御革命を先導する

管理会計のシステム変換

会計学文献を調べてみると，若干の例外を除いて， i会計に体現している権

力〔の構造〕 ーと〔その社会的受容を意味する〕正統性の研究はほとんど存

在しなかった。」即事実J これまで「会計学研究の主流は，その大部分が，組織

と社会における会計 の体塊している権力作用に新たな洞察を加える〔研

10) Johnson and Kaplan. p. 14 

11) .Johnson and Kaplan. p. 260. 

12) ]ohnson and Kaplan， p. 261 

13) Toan， p. 16 

14) Hedberg and ]onsson， p. 48 

15) Bartlett， p. 10. 
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究〕開発をおろそかにしてきた。JU
))

しかしながら，権力とその社会的受容〈正統性〉は組織の中心概念である以

上，それを捨象して組織の管理会計システムを考察することは無意味である。

そこで，組織の権力構造という関係状況の中で管理会計システムを考究して

ゆくために，マリー・パーカー・フォレット(I868~1933) にならって，組織

権力を少数の上位者が占有する「上位権力 (powerover) Jと上位者と下位者

が共有する「共同権力 (powerwith) J'"とに類別してみると，組織はその権力

構造の相違に着目して，上位権力によるc'官僚制的〉上位制御組織と共同権力

による(脱官僚制的〉共同制御組織とに類型化することができるであろう。

その場合に 2つの組織類型のうちどちらが選択されても， I組織はその会計

から独立していなかった」日〉から，もし上位制御組織が選択されたならばそれ

に見合って上位制御組織の管理会計システム(以下「ト位管理会計システム!

という。〕が設計者れねばならなかったL， また， 共同制御組織が選択されれ

ば，それに見合って共同制御組織の管理会計システム〔以下「共同管理会計シ

ステム」という。〕が開発されねばならなかったはずである。

しかるに， 1920年代半ばまで発展したが，その後停滞した管理会計システム

は上位管理会計シエテムであって，共同管理会計システムではなかりた。では，

その場合に，どうして，上位制御組織が選択され，それを支える上位管理会計

シ九テムが設計されたのであろうか。

筆者の考えでは，いかなる関係状況においても，経済主体の行動目標は一致

していないので，そのような行動目標の不一致をなんらかの形で統合する経済

機構が不可欠であるが，行動の因果関係の不確実性が相対的に小さい (192日年

代半ば以前の〉時期においては，表 I上段に示したように，行動目標の不致

を価格メカニズム士通じて自動的に調整する市場に依存しない場合には，組織

の上位者と下位者の行動目標の不一致を目的合理的に〔技術的に〉統合するの

16) ChuCl.， p. 612 
17) Metca1f ancl Urwick， p. 101 
18) Hopwood， p. 2δー
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経済機構心関係情況適応性

|空 間竺?を権力戸じて統計る必要性つ

大

表 I

上位制御組織場市

共同制御 組 織ネットワーク関係

行
動
の
因
果
関
係
白
不
確
定
性

大

に最適な上位制御組織を選択し，

ざるをえなかった。

これにたいし，関係情況が変化L.行動の因果関係の不確実性が相対的に大

きい(1920年半ば以降の〕時期に入ると，組織の上位者と下位者の行動目標の

不ー致を上位制御組織を通じて目的合理的に(技術的に〕統合することが困難

それを支える上位管理会計システムを設計せ

さらに. (社会的価値体系からみて〉価値合理的に(社となるばかりではなく，

会的に)に統合する(正統化する〕ことも困難となる。それゆえ，表I下段に

行動目標目不一致を相主作用士通じて調整するネットワーク関示したように，

係に依存しない場合には，組織のよ位者と下位者の行動目標の不一致を価値合

理的に C社会的に〕統合するりに最適な共同制御組織ならびにそれを支える共

同管理会計ジステ人が要請されるようになるυ

このような上位制御組織から共同制御組撤への組織変革ならびにもちろん，

そこそれを先導する管理会計のシステム変換はまだ実現していない。しかし

すでにある程度ま潜在的であるにせ土，への漸次的接近とみなしうる動きは，

その経過君子たどりながら，上位制御

から共同制御への制御革命を先導する管理会計のシ月テム変換に立ち遅れた対

で進んでいるので，以下章をあら?めて，
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応ではなく，先取りした対応をするためには，共同管理会計シ旦テムの参加的

設計が不可避であることを究明したい。

III 共同管理会計システムの参加的設計の不可避性

自己組織シλ テム (self-organizing systems) や白己制御シフ、テム (self-

steering systems)の研究者によっ CしばLば指摘されているように， 組織の

下位単位の「もっとも徹底した〔上位制御または〉外部骨路事の状況においでさ

え，従業員は常にある程度の〔自己制御または〕自己管理を〔下位者の白発的

制御として〕おこなっている。」即したがって， i下位単位内部の C自己〕制御

と下位単位の上位制御 (control hoth within and over subunits)J2.0)または

「自己管理と外部制御が相互に排他的であると想定することは正しくない。j2t>

しかし，そうだからといって， i共同制御と上位制御 (control“with" and 

“over ")がし、かなる時期のし、かなる組織においてもおこなわれている」却と想

定することは行き過ぎと恩われる。

なぜなら，上位「詰r仰の階層構造は， [下位〕集日の自律性と適応性を損じ，

自己制御機能を弱めるJ'28)ので， その場合には， 上位制御と自己制御の結合

(control mix) とLて共同制御を組織化することはきわめて困難であるか，不

可能に近いからである。

とはいえ，上位制御または「外部制御機構が労働システムの直面する不確実

性を低減できない場合には，こり〔自己制御または〉内部制綱が必要さある

〔ばかりか，可能となるコと思われる。J24lそのわけは，関係状況が変化 L 行

動の因果関係の不確性が相対的に大きい時期に入ると，上位者が上位権力(ま

たはその行使に用いる指令情報と評価情報〉の源泉として(上位制御しなが

19) Manz and Sims， p. 36E 

20) Dunbar， p. 85 
21) Manz and Sims， pp. 365-366 
22) Boland， 1979. p. 263 
23) Cummings， p. 631 
24) Cummings， p. 627. 
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ら〉占有している認知情報の不完全性が顕在化して，上位者が下位者のとるべ

き行動を前もって特定化して，課業として指令し，その結果を業績として評価

することが困難となるので，そこに生じた上位「制御の部分的退化Jmを補う

ために，それによって(ぞれまでの抑圧状況から〕開放された自己制御機能を

動員することができる叩ようになるからである O

いずれにせよ，その場合には， 自己「制御機能は不確実性の源泉の近〈にい

る従業員によってより有効に果されている」加わけであるから，それを動員し

ようとする動きがでてくるのは避けられない。

いや，そればかりではなし、。上村制御の部分的退化にともない， r参加がま

すます社会価値になりつつあるJ2B)といわれているように， r社会的生産物」と

して参加という社会価値が創出されたばかりでなしさらに，それが「社会

〔価値〕的制御」として作用するようになったので，組織の「有効な制御シス

テムは社会的生産物〔としての参加という社会価値〕に対処する必要があ

る」叩という認識が広まってきた。

そこで，下位者が〈個人としてよりもむしろ集団として)潜在的にもっている

自己制御能力を吸い上げるために，組織の意思決定過程に下位者を参加させて，
イ γ タ←ナ砂

組織目標についての合意または受容をとりつけ(獲得し)，組織目標の内 面

化または共同主観化を促進する参加的意思決定 (participativedecisioll-rnak-

ing)がおこなわれるようになった。

もちろん，その場合に， r組織〔の会員十〕は意思決定と活動をつなぐ ー社

会的連環を用意しなくてはならないJ30)が，かかる役割わ士担った「会計の究

25) Dermer， p. 28. 
26) 上位制闘が部分市甘に退イじしても，それを補う形で自己制抑機能が自発的に発揮されるかぎり，

上位制御がいぜんとしてうま〈悟hいているとみなしてしまう上位「制闘の錯覚J CDunbar， p 

107; Dermer and Luca~1 p. 471.)が生じるが，かかる錯覚から目覚めな〈ては，自己制向機指
を動員することはできない。

27) Cummings， p. 627. 

28) Mumford. p. 95 
29) McCosh， Rahman and Earl， p. 169 
30) Brunsson. p. 22 
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極的影響力は共通の意味が什された一組みのシンボノレを人びとに〔自我の一部

として受け入れさせ〕内面化させる能力から引き出される。J"υ

しかるに，上位管理会計システムにおいては，上位者が一方的に設定した予

算目標が課業に分解されて，指令情報として下位者に割り当てられるので，か

かる予算目標が下位者の聞で共有され，その事実が相互に承認され，かっ了解

され〈共同主観化吉れ)るという保証がない。そこで，予算作成過程に下位者

を参加させて，予算目標についての合意または受容をとりつけ〈獲得し)，予算

目標の内面化または共同主観化を促進する参加的予算作成 (participativebud-

geting)がお土なわわるようにな勺た。

その結果，ある程度まで予想されたことではあるが，いくつかの実地調査に

よって，下位「管理者に予算作成過程へ積極的に参加することを許すと，彼ら

は〔収益の過小見積りと費用の過大見積りを通じて予算に〕緩みを創りだす性

癖を〔強めるところか，逆に〕弱めるらしい」叩という事実認定がなされるよ

うになっている。

さて，これまでたどってきた経過を比喰的表現をかりて要約するとョ 「かつ

てアダム・スミスが市場を支配する諸力の見えざる手 (theinvisible hand)と

呼んだものにとってかわった」組織の上位者または「経営者の目に見える手

(the visible hand)J叩は，上位者と下位者の「見えざる握手 (the invisible 

handshake) JWヘ移らざるをえないし，事実， すでに移りつつあるということ

ができょう。また，それにともない，経賞者白目に見える手としてり上位管理

会計シ九テムもそれなりに変身してきているということもできょう。

しかし， r現行の参加バターンはまだ主として〔意思決定そのものまたは〕

事後制御に向けられていて， [意思決定に先立つて，いかに意思決定がなされ

るべきか，そのためにいかなる情報を用意すべきかというメタ〕意思決定〔ま

31) Ansari and McDonough. p. 135 
32) Merchant， p. 207. 

33) Chandler， p. 1 
34) Okun. p. 89 
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たは意思決定制御】への卜分な事前参加には向けられていない」叩ので， メタ

意思決定への事前参加として情報「γ 月テムの設計過程への参加は不十分であ

る』叩のが現状である。

いずれにしても，意思決定制御に事前参加していない場合には I意思決定

〔そのもの〕のバラメーターがす Eに〔恵思決定制御として〉取り決められ

〔プログラム化され〕ている J~?lので，下位者が後から意思決定そのものに事

後参加Lても I上位者と下位者の問の情報，権力，影響力の共有に土って特

徴つけられる」ばかりでなしさらに情報の共同制御によって裏打ちされてい

なければならない「参加的リーダーシップ」叫が発揮されるとは考えられない。

その点をより詳しく説明すると，現状のように，参加的意思決定やそれを管

理会計ヘ適用した参加的予算作成がメタ意思決定にまでレヴェル・アップ。する

ことなし意思決定そのもののレヴェルにとどまっている場合には，上位者が

上位権力の源泉として上位制御しながら，占有している認知情報の一部を下位

者に分与して，下位者の保有する非公式的な認知情報と共用する(指令情報と

評価情報の源泉として用いる〉ことはあっても，上位者と下位者が共同権力の

源泉として共同制御する認知情報を共有する事態は生じない。

その意味で，意思決定制御への事前参加を欠いたままにしておくと，そこに

生きつづける|上位者による情報の〔上位コ制御は・・・〔共同権力による共同

制御という〉権力関係の一元怯を否定する」聞ので，共同権力による共同制御

を保証「るためには3 メタ恵思決定への事前参加として，情報V 月テムの参加

的設計 (participativedcsign)または参加的開発 (part山 pativedevelopment 

of information systems) を通じて共同管理会計Vステムの共同設計または共

同開発が推進さわしな〈てはならないが，その場合に，共同管理会計シ月テムは，

35) Briefs， p. 178 
36) Hedberg， p. 216 
37) Clegg， p. 18 

38) Kerr and Slocum， p. 121 

39) Bohmd. 1986， p. 59; 19B7. _p. 373 
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その設計・開発理念からみて，組織の意思決定レヴェノレならひ、に意思決定と活

動をつなくレヴェノレに， どのような性質の情報を提供することが要請されてい

るのであろうか。以下章をあらためて，上位管理会計システムが提供Lている

情報を比較基準としながら，共同管理会計シスアムが提供すべき情報について

考究してゆきたい。

IV 共同管理会計システムが提供すべき情報

いま，管理「会計、ンステムが相異なる意思決定状況において演じている〔ま

たは果さなければならない1役割者考察するJ40l試みEしして，ジェームズ・

D ・トンフソン 0920ー 1973) にならい，組織行動の因果関係の不確実性の程

度の違いばかりでなし組織行動の目標(に関する意思決定者間の理解〉の不

一致の程度の違いに着目して，組織の意思決定状況を類別してみると，表Eに

示したように. (1)計算による意思決定. (2) (全員共同の〕判断による意思決定，

(3)妥協による(政治的〉意思決定. (4)インスピレ-'，./g/による(直観的〕意

思決定に類型化できるであろう。

表E 組織の意思決定D関係状況適応性

組織行動の目標(に関する理解〉の不一致

4、 大

組織行動
計算による意思決定 妥協による意思決定

の

の インスピレーション

不確性実
大 判断による意思決定

による意思決足

Thompson a.nd Tuden. p. 198 

40) Burchell. Clubb.日opwood.Hughes and Nahapiet， p. 14 
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表皿 上位管理会計システラが提去をしている情報と

共同管理会計三0;テムカミ提供すべき情報

組織行動の目標(に関する理解〉の不一致

'J、 大

行動話織虹 解 答 情 報 説得力強化情報

の 解 答 情 報 対話促進情報

因果関係

の 解 容 情 宅謹 意思決定合理化情報

弓確実性ミ
大

学習支援情報 構想力喚起情報

Ear1 and Hopwood， p p. 8-9. 

もちろん，その場合に，上位管理会計シユテムは 7:/ソニー G ・ホップ

ウザド (1944ー )にならい，表Eに示したように， (1)の計算による意思決

定に適合した〔算定された〕解答情報を提供している。またJ その点に関する

かぎり，共同管理会計V 旦テムにおいても，大きく変わることはないであろう。

しかし，上位管理会計 tステムは，上位制御と両立しない(2)の〔全員共同の〕

判断による意思決定に適合する学習支援情報を提供することができないりで，

(全員共同の〕判断による怠思決定にも(算定された〕解答情報を拡張して提

供することになる。事実，かかる傾向は，不確実性を伝えるよりもむしろ吸収

してしまう計算技術が考案されたことも手伝って，強められる。その結果，意

思決定者には，不確定性が見えなくなるので，彼らの判断に必要な熟慮的合理

性が計算的合理性によって代位され，駆逐されて Lまう e

なお，上位管理会計システムは，その志向が示しているように， (3)の妥協に

よる(政治的〕意思決定に適令するとはいえない(合意獲得的〉説得力強化情

報を提供することを好み，そす1に適合する〔合意形成的〕対話促進情報を提供

するととを拒んでいる。そのため，特定の利害に裏付けられた見解や価値観が
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〔その他の利害にかかわる見解や価値観を押しのけるべ<)一方的に表明され，

かつ売り込まれる機会が多くなるので，相対立する利害が交渉され，反対要求

が表明された上で，最終的に妥協にたどりつく過程が大きく歪められてしま

つ。

いや，そればかりではない。上位管理会計 V λ テムは，上位者と下位者の問

での「非公式的なデ タ共有(informaldata sharing) に水をさすJ4I)ので，

仏)のイ Y スピレーショ γによる(直観的〉意思決定に適合する構想力喚起情報

を提供することができないという「公式情報ジプ、テムの限界J42>をもっている U

そこで，組織の上位者または「経営者は…“個人専用の情報システム〔または

非公式的情報ネットワーク〕の開発〔と利用〕によって〔上位〕管理会計シス

テムの不適切さを回避する」ω〉が， そのままでは， イγ 月ピレーションによる

〈直観的〕意思決定にみられる『意思決定不合理性』を合理化できないので，

それを『活動合理性』叫へつなげるために，上位管理会計システムは「すでに

おこなわれた意思決定をあとで正当化するJ45l意思決定合理化情報を提供して

いるのである。

これにたいし，共同管理会計シア、テムにおいては，それを支援する「参加と

共同決定が組織内部の非公式的情報ネットワークの利用によってもっとも有効

に達成されるJ46)ことからもわかるように，インスピレーションによる(直観

的〉意思決定そのものが「参加と共同決定」によっ C正統化されているので，

すでにおこなわれた意思決定をあとで正当化するために，意思決定合理化情報

を提供する必要性は(組織外部にたL、してはともかく，組織内部にたいして

は〕ほとんどないといってよいであろう。

以上の考察から，共同管理会計システムには，不確実性を吸収した解答を算

41) Newman， Smart and Vertinsky， p. 30. 
42) Clancy and Collins. p. 22. 

43) John田 nand Kaplan， p. 5 

44) Bruns渇on，p. 2.6 

45) Lyytinen aud Lehtinen， p. 68 
46) Hoyer， p. 132 
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定し，上位者の説得力を強化し，上位者の意思決定をあとで合理化する(ひと

通りにしか解釈できない確定した意味を示す〉一義的〔一価的〕情報の代わり

に， (その解釈と意味づけに十分な創造性を与えて〉共同学習を支援し，対話

を促進L，構想力を喚起する〈い〈通りにも解釈できる重層的意味を示す〉多

義的(多価的〕情報を意思決定レヴェノレに提供することが要請されているとい

えよう。さらに，共同管理会計システムには，意思決定と活動をつなぐレヴェ

ノレに，課業を指令し，莱績を一義的〔一価的〉に評価する目的合理的情報より

もむしろ， (共同主観的関係状況の中で〉活動すべき責任について相互に理解

し合い，その遂行過程について(共同主観的に〉自己反省してゆくのに寄与す

る価値合理的情報を提供することが期待されているといえるであろう。

もちろん，共同管理会計γ ステムは，それに要請さわしてい品情報提供がすべ

て可能なように設計きれて，はじめてその開発に成功するが，その時には，共

同管理会計システムはそれまでとは異なった会計というよりもむしろほとんど

会計といえないものに大きく変化している可能性が大きい。したがって，それ

にたいする組織的・社会的抵抗に加えて，会計技術的抵抗も予想されるが，

「会計が変化した時に，会計の本質はもっともはっきりと〔あらわれて〕目に

見えるJ47)以上，共同管理会計もその本質を「共同主観的現象J4Blとして顕現さ

せるために，あえて会計らしからぬものに変身せざるをえない立場に置かれて

いるのである。
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